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2007全国異業種交流・新連携フォーラム�in�京都

平成19年10月19日（金）　10：00～ 20：00日　時

国立京都国際会館イベントホール　京都市左京区宝ヶ池（地下鉄「国際会館」下車）会　場

開催迫る

未来が目覚める。
新たな価値を創造する最先端の知と技が京都に集結

入場無料！

全国異業種交流・新連携フォーラム in

開催直前インタビュー！！
京都で開催される初の異業種交流・新連携の全国大会「2007全国異業種交流・新連携フォーラム in 京都」が目前に迫っていま

す。今回は、フォーラムの実行委員会委員長で京都府異業種交流会連絡会議会長の中沼壽氏に、フォーラムの趣旨・目的、内容の
紹介とともに、開催に向けた熱い想いを語っていただきました。

◆�地方で初めての全国規模での異業種交流・新連携のイベン
トですね。
これまで東京での開催はありましたが、地方で開催する全国大会

としては今回の京都が初めてです。交流・連携の取り組み事例は数多
くありますが、地元には無い特色ある企業とも出会いたいという企
業やグループからの声も数多く寄せられています。こうしたことか
ら、広域的な交流の場を是非設けようということで、このたびの地方
での全国大会の開催に至ったものと考えています。

また、その第１回目を京都でというお声をいただき、開催をお受け
しました。大変光栄であると同時に大きな責任を感じています。なん
としても成功させて、次回以降につながるものにしようと実行委員・
関係者一同、決意を固め全力で準備を進めてきました。
◆フォーラム開催の目的は何ですか。

経営資源の乏しい中小企業が大企業に太刀打ちする有力な手段
が異業種交流や連携だと考えています。中小企業は独自の技術を
持っていても範囲が狭い場合が多いので、いくつかが寄って補完し
合うことにより新しい商品開発の可能性が高まります。この場合、製
造業だけでも流通関係だけでもうまくいきません。他分野の企業と
組むことが成果につながります。また、企業が大学や支援機関などと
連携を図り、専門的な知識を取り入れて、研究開発に取り組むことで
大きな飛躍の機会が生まれると期待されます。

こうした連携を促進するため、全国各地の様々な分野の企業や企
業グループ、また大学や支援機関などが一堂に会し、互いの出会い
の場を設け、また連携・交流について忌憚なく議論を交わそうという
のが、このフォーラムです。

開催に当たっては、独立行政法人中小企業基盤整備機構近畿支
部から多大のご支援をいただいており、また、近畿経済産業局、京都
府、京都市をはじめ多くの皆様にご支援をいただいています。この場
をお借りしまして厚くお礼を申しあげます。

◆フォーラムの内容をご紹介ください。
まずメインとなるのが、テーブル交流会です。全国各地から参加さ

れる企業、異業種グループ・団体、大学、金融機関、支援機関が、イベ
ントホールいっぱいに約150小間を出展します。一般的な展示会で
はなく、出展者それぞれが自らを知ってもらうため、特長ある経営資
源や知的資源を展示しながら、出展者同士の交流を積極的に進めて
いただくことが大きな値打ちであり、また、大学等と知り合うことも
大変プラスになると思います。

特設ステージでは、基調講演とパネルディスカッションを行いま
す。基調講演では、IT関連企業で気鋭の若手経営者の株式会社トー
セ齋藤茂社長に「コラボレーション経営」をテーマに縦の異業種交流
についてお話しいただきます。面白いテーマで期待できます。

また、パネルディスカッションは「広域交流」「産学連携」「新連携」の
３つのキーワードをテーマに、全国の現場で活躍中の皆さんに議論
していただきます。

このほか、産学連携や新連携の相談コーナーも設置します。
◆情報交流会やオプショナルツアーも催されるのですね。

当日の夕刻、各イベント終了後にフォーラム参加者による情報交
流懇親会を催します。京都らしさを演出した「庭園パーティ」も計画

しています。会場内の美しい庭
園で京情緒豊かな趣向を楽し
みながら食事をとり、和気あい
あいと交流を深めていただけ
ればと考えています。

また、開催日の前後には伝統
と革新の京都に直接触れてい
ただけるよう、企業視察や能、

茶道、源氏物語などを組み込んだオプショナルツアーをご用意して
いますので、是非ご参加ください。
◆全国の皆さまへのメッセージをお願いします。

本フォーラムのキャッチフレーズを「未来が目覚める。新たな価値を
創造する最先端の知と技が京都に集結」といたしました。全国各地か
ら様々な分野の企業やグループ、大学などが多数参加されますので、
必ず未来につながる出会いが待っています。参加することで未来が見
えてきます。未来を見るためにも是非足を運んでいただきたいと存じ
ます。

中沼 壽 氏
2007全国異業種交流・新連携フォー
ラム in 京都実行委員会委員長

（京都府異業種交流会連絡会議会長／
中沼アートスクリーン㈱代表取締役）
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イベント概要・スケジュール
■基調講演　10：30

▲

12：00　
異業種交流・連携の取り組みと展望について、気鋭の経営者が熱く語ります。

テーマ �　　　コラボレーション経営～縦の異業種交流～
講　師 �　　　株式会社トーセ　代表取締役社長兼CEO　齋藤 茂 氏

http://www.tose.co.jp/jp/index.htm

■パネルディスカッション（研究開発交流会）　13：00

▲

17：30
全国の第一線で活躍のメンバーが、「広域交流」「産学連携」「新連携」をテーマにパネルディスカッションを実施します。

コーディネーター

パネラー

①広域交流〈13：00～ 14：30〉 テーマ 　“異業種交流から生まれる気づき”

“異業種交流”によって築かれる人的ネットワークは、第四の経営資源となります。現在の厳しい社会にお
いては、人的ネットワークを持っているか、持っていないかで企業間格差が出るともいえます。その人的
ネットワークから得た“気づき”を、自社の経営に活用することは非常に重要であり、厳しい環境を乗り越え
ていくための一つの手段です。今回のパネルディスカッションでは、そうした“異業種交流から生まれる気づ
き”について(1)異業種交流をはじめたきっかけは何か、(2)人的ネットワークを構築する上で苦労した点は
何か、(3)異業種交流のメリット（自社経営への気づき）は何か、(4)異業種交流の課題は何か、(5)異業種交
流による企業連携とはどのようなものかお話いただきます。

坂本 光司 氏
静岡文化芸術大学
文化政策学部　教授

山本 昌作 氏〔京都府〕
（山本精工株式会社　代表取締役副社長）

沢根 孝佳 氏〔静岡県〕
（沢根スプリング株式会社　代表取締役社長）

吉野 喜美子 氏〔大阪府〕
（大阪市女性起業家情報交流協会　会長）

コーディネーター

パネラー

②産学交流〈14：30～ 16：00〉 テーマ 　“地域と人を育てる産学連携”

従来の産学連携は、大学側と企業側の「シーズ・ニーズのマッチング」として事例紹介等を行ってきましたが、それに
よって共同研究への発展や事業化に向けた取り組みに至った事例は非常に少ないと思います。

産学連携を進めるうえで、大学側は“地域は何に取り組んでいるのか”を地域の方々と一緒に考えること、企業側は“大
学をいかに巻き込む（活用する）か”を考えることが重要となります。その一つのキーワードとして、企業と大学が連携して
地域の課題解決や地域特性を活かした、いわゆる“地域連携”をテーマにすることで取り組みやすくなると思います。

今回のパネルディスカッションでは、(1)産学連携（による“地域連携”）に取り組んだきっかけは何か、(2)産学連携を進
める上で苦労した点は何か、(3)産学連携によるメリットは何か、(4)産学連携の課題は何か、(5)支援機関が果たす役割な
どを論点に“地域連携”に取り組んでいる事例等を交えながら、進め方等についてお話いただきます。

澤田 芳郎 氏
京都大学
産官学連携センター教授

荒磯 恒久 氏〔北海道〕
（北海道大学　教授）

コーディネーター

パネラー

③新連携〈16：00～ 17：00〉 テーマ 　交流・連携から生まれる“新連携”

“新連携”という言葉をよく耳にしますが、特別なものではなく、難しいものではありません。
現在行っている異業種交流（企業連携）、産学連携の取り組みの目的は「事業化」です。その目的の途中に

“新連携”という「事業化に向けた認定制度」があり、「事業化のための手段」の一つです。
今回のパネルディスカッションでは、「事業化のための手段」を有効に活用するためにも、(1)企業連携に

踏み切る動機、きっかけは何か、(2)連携体を構築する上で苦労した点は何か、(3)連携のメリットは何か、
(4)連携体の課題は何か、(5)新連携が目指す企業連携とはどのようなものか、(6)支援機関が果たす役割
を論点に“新連携”の具体的な内容、進め方等を認定事例を交えながらお話いただきます。

大槻 眞一 氏
阪南大学学長

椋本 満 氏〔大阪府〕
（株式会社コンフォート・ラボ
代表取締役社長）

尾鍋 哲也 氏〔三重県〕
（株式会社尾鍋組　代表取締役社長）

森本 拓治 氏
（近畿経済産業局　産業部中小企業課
新連携振興室長）

橋本 正敏 氏〔三重県〕
（橋本電子工業株式会社
代表取締役社長）

杉村 均 氏
（（独）中小企業基盤整備機構
BIコーディネーター）

福崎 文伸 氏
（近畿経済産業局　産業部
創業・経営支援課長）

■産学交流サロン　　■新連携相談サロン　　■海外取引相談コーナー　10：30

▲

17：00

■情報交流会（有料）　18：00

▲

20：00　
参加者による情報交流会を開催します。 “京都らしさ”を演出した「庭園パーティー」により、交流を深めていただきます。　
参加費  お一人様7,000円　　　 会　場  スワン
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2007全国異業種交流・新連携フォーラム�in�京都

【お問い合せ先】 2007全国異業種交流・新連携フォーラム in�京都実行委員会
事務局（財）京都産業 21 連携推進部

TEL：075-315-8677  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp
http://www.joho-kyoto.or.jp/~igyoushu/2007zenkoku/

■テーブル交流会　10：30

▲

17：30　
全国の78企業、27異業種グループ・団体、19大学、5金融
機関、10支援機関などから延べ150のテーブルがイベント
ホールに一堂に展示！情報発信と交流を行います！

出　展　者　一　覧
【企業（78）】
㈱アイエフリサーチ〔愛知県〕
アクアサービス京都
旭テック㈱電力機器事業部〔愛知県〕
アド・プロヴィジョン㈱
㈱アルテン〔三重県〕
㈱ウミヒラ
エヌシー産業㈱
エヌワイ工業㈱〔滋賀県〕
㈱大阪ガストータルファシリティーズ
㈱大槻シール印刷
おシゴトケータイ㈲〔滋賀県〕
建築設計事務所㈲オフィスゆず
㈱カスタネット
㈲型絵染工房
片山チェン㈱〔大阪府〕
㈱兼松ＫＧＫ京都営業所
㈱京都インテリジェンスサーチ
㈲共同設計企画
㈱京都試作工房
京都試作センター㈱
京都樹脂㈱
㈱京都大和
京都帝酸㈱
㈱金の鍵〔滋賀県〕
㈱栗田製作所
Global SaaS㈱
コスモ機器㈱
五大エンボディ㈱
㈱コルモス〔滋賀県〕
㈱ＣＯＭＦＯＲＴ-ＬＡＢ〔大阪府〕
シーク電子工業㈱
㈱ジェイエスアイ〔大阪府〕

㈱シカタ
シスポート㈱
鈴木時代裂研究所
㈱誠工社
㈱セプト・ワン〔神奈川県〕
㈱セルヴァン
大興産業㈱
㈱大日本科研
㈱田内設計
高千穂創建㈱
㈱たけびし
㈲畳工房ヨシオカ
タマヤ㈱
津田電線㈱
デジタルアシスト㈱
㈲天平フーズ〔滋賀県〕
東亜無線電機㈱〔大阪府〕
ドゥー･グラント㈲〔大阪府〕
中沼アートスクリーン㈱
㈲中村ローソク
㈱西嶋製作所
ニューリー㈱
㈱日興〔東京都〕
㈱ハイパーテック
㈲ピクサートテクノロジー
枚岡合金工具㈱〔大阪府〕
二九精密機械工業㈱
ブレーンネットワーク㈲
プロコンセ㈱
㈱ホーム・ズー〔大阪府〕
㈱北陸濾化〔福井県〕
マイクロテスト㈱
マイコム㈱
㈲丸益西村屋

㈱miura-ori lab〔東京都〕
㈱ミツギ
向井酒造㈱
㈱山崎商店
㈱山田育苗園
㈱ヤマト〔奈良県〕
㈱ユーデン〔大阪府〕
㈱友電舎〔大阪府〕
㈱ユニテック〔大阪府〕
㈲楽墨堂
ログレス・テクノロジー・サービス〔大阪府〕
㈱ワック
【異業種グループ・団体（27）】

（社）石川県ニュービジネス創造化協会
（㈲九谷吉臣窯・夢らく商事㈱）
ＴＭプラザはままつ
東京都異業種交流グループ連絡協議会
異業種交流会 たまて箱
異業種交流グループ山城クロスオーバー21
京都カーゴ軽自動車運送（協）
京都機械金属中小企業青年連絡会
京都技術士会
京都経営合理化懇話会
京都広告懇話会
京都産業２１環（リング）の会
京都でんき試作ねっと
京都府グリーンベンチャー研究交流会
京都府電子機器工業会
きょうとマーケティング研究会
kyoohoo?! 
久御山町受注グループ協会「エージィフレンド久御山」
京滋プラスチックリサイクル工業会
小規模製造業ＥＤＩ普及協議会
新市場開発研究会

（協）戦略プランナー21
丹後機械工業（協）

（社）中小企業診断協会京都支部
ベンチャーアミノ21
夢現の会

ライフサイエンス研究会
【大学（１９）】
京都大学
京都学園大学
京都工芸繊維大学
京都産業大学
京都職業能力開発短期大学校
京都精華大学
京都造形芸術大学
京都府立大学植物バイテク研究グループ
同志社大学
同志社女子大学
平安女学院大学
龍谷大学エクステンションセンター（REC）
㈶大学コンソーシアム京都
滋賀大学
大阪産業大学
大阪電気通信大学
関西大学社会連携推進本部
奈良女子大学
奈良先端科学技術大学院大学
【金融機関（５）】
㈱京都銀行
京都信用金庫
京都中央信用金庫
㈱滋賀銀行
㈱南都銀行
【支援機関（10）】
近畿経済産業局

（独）中小企業基盤整備機構近畿支部
㈶中小企業異業種交流財団

（独）科学技術振興機構JSTイノベーションプラザ京都
（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部
京都府
福知山市商工観光部産業立地課
京都商工会議所
京都リサーチパーク㈱
㈶京都産業２１
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2007講演と交流のつどい

2 0 0 7講演と交流のつどい
2007年７月24日（火）京都ブライトンホテルにおいて、京都府異業種交流会連絡会議第25回総会、基調講演、京都府商工施策の紹介、

交流会が開催されました。
基調講演では「異業種交流を基盤とした中小企業の連携戦略！」と題し、国立大学法人電気通信大学�産学官等連携推進本部客員教授�竹

内利明氏にご講演いただきました。また、京都府商工行政の新規施策である「京都府中小企業応援条例に基づく制定制度」の概要について、
京都府商工部産業活性化支援総括室副室長�冨山貴史氏からお話いただきました。
その後の交流会では、会員の皆様がそれぞれ活発に情報交換するなど大いに盛り上がりました。

●はじめに
現在、中小企業の異業種交流に対する評価は、「交流だけで、なかなか成果が出て

いない」とあまり評価をいただけていない状況にあると思います。
しかし、私は「交流」も非常に大切だと思うので、本日は「異業種交流」そして異業種

交流をベースにして生まれた「新連携」についてお話させていただきます。
●中小企業の現状と成功モデル
・�中小企業の現状

まずは中小企業の現状を知っていただきたいと思います。
「国税庁五十年史」によると、平成17年度の法人数297万7千のうち、31.9パー

セントが黒字の法人でした。すなわち約３割が黒字で約７割が赤字ということです。で
は、黒字と赤字の法人の割合は業界によって差があるのでしょうか。
「中小企業庁イノベーション研究会資料」では、91年〜96年の５年間、継続して調

査できるあらゆる業種の企業を対象にして、付加価値額（営業利益と減価償却費と人

件費を合計して算出）を調査し、業種別に伸び率の分布図を作成しました。すると、ど
んなに調子の良い業界でも悪い業界でも、業界のトップ１〜２割に入る企業は、約40
パーセント、もしくはそれ以上の付加価値額の伸び率を示していました。そして、どん
なに調子の良い業界でも、下位の１〜２割は付加価値額を落としていました。つまり中
小企業の経営において成功するということは、景気や業界の調子というよりも、個々
の企業の経営の問題だということがわかります。

とはいいながら、中小企業の現状をみるとどの企業においても４つの問題があると
思います。まず一つ目は、大企業からの下請け仕事の減少。二つ目に、デジタル産業革
命といわれる非常に早い技術変化への対応の遅れ。三つ目は、積極的な設備投資の
必要性への認識不足。四つ目は、後継者不足。こうした問題があるために、各企業は努
力し経営革新をしていかないと、生き残ることが難しい状況になっています。
・�中小企業の成功モデル

時代の変化の中で中小企業の成功モデルは変わってきています。
1980年代中盤、経済において日本が欧米をキャッチアップしようとしていた時、成

功モデルは下請け型の中小企業でした。というのも、この頃は大企業が市場を独占し
ていましたから、中小企業から新しい商品・技術ができても日の目を見る事がありませ
んでした。ですから、中小企業は商品企画、マーケティング、新技術、商品開発、デザイ
ン、広告、消費者への直販等のいわゆるリスクがあるといわれる部分はやらず、品質・
価格・納期等のリスクのない部分に特化することにより成功してきたのです。

80年代の後半になると、日本が経済のフロントランナーの一角を占めるようにな
り、成功モデルは自立型の中小企業へと変わっていきました。この頃になると、大企業
はファンドから圧力がかかったり、早い技術変化により商品を長い期間売ることができ
なくなり、リスクのある研究開発をやらなくなってきました。そのため成功モデルにも
変化が生まれてきたのです。
・�中小企業の自立化

では、自立型の中小企業とはどんな企業なのでしょうか。
まず一つに、独自の技術やサービス、商品等で他社との差別化に積極的に取り組

み、経営資源を集中して投入します。経営資源とは「ひと・もの・かね」に加えて、異業種
交流から得られる「情報」と「時間」のこと。時間というとスピード（＝速い）を思い浮か

国立大学法人電気通信大学
産学官等連携推進本部
客員教授

竹内 利明 氏

基調講演

「異業種交流を基盤とした中小企業の連携戦略！」
経歴
青山学院大学理工学部経営工学科卒業
自動車部品メーカー勤務を経てコンサル
タント会社を創業
電気通信大学特任教授を経て平成19年度
より現職
平成16年度より法政大学専門職大学院イ
ノベーション研究科客員教授を兼任

公職
平成18年度経済産業省中小企業庁「経営
革新評価委員会」委員
平成18年度 創業ベンチャー国民フォー
ラム 顕彰委員
第22期東京都立図書館協議会委員
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2007講演と交流のつどい

べる方が多くいますが、ここでいう時間とは時間軸を意識した時間の有効な使い方を
指します。早いだけでなく、長い目でものを見ていく事も重要なのです。二つ目に、外
部経営資源（知恵・経験）を活用する新連携（異業種連携）や産学官連携等に積極的
で、自社の開発の速度と質的向上を目指します。これらが自立型の中小企業の大きな
特徴といえるでしょう。
●�中小企業の連携戦略
・�連携の基盤としての異業種交流～新連携（異業種連携）との違い～

異業種交流とは、異業種の知恵や経験を自社の経営に資することを目的として、自社
の技術・サービス・商品・ビジネスモデル等の新開発の質・量・スピードを高めることを目指
し活動することです。具体的な活動は情報交換が中心ですので、交流が連携に発展し、
結果として新商品等の開発が実現することはもちろん歓迎しますが、それを直接の目
的とはしません。加えて異業種交流は、グループを結成しないと出来ないものではな
く、あらゆる交流場面において、先ほど述べた目的のために活用するという考え方があ
ります。ですから、交流自体に目に見える成果が表れにくくても、個々の経営に対する利
益は大きいです。そういった面から見ても、交流は非常に重要だと思います。

新連携は、異業種企業が連携して新商品等の開発・事業化に成功することを目的とした
活動です。従って、参加企業の経営に資する新商品等の事業化に成功し、投入した経営資
源を上回る収益を得ることを目指します。新連携は商品開発〜製品化〜販売まで、目に見
える成果を求め数字等も追求しますから、交流より難しく非常にリスクのあるものです。
・�連携のポイント

連携を考える際、連携する必要があるのかないのか、よく考えてみる必要があります。
例えば、連携は経営目的の達成や成果をあげるために、連携相手と同じ経営判断が必
要となります。しかし、連携相手は置かれている環境も考え方も違いますから、同じ判断
をするというのは高度で難しいことです。行おうとしている連携は、それだけのエネル
ギーを費やしてもやる価値のあるものでしょうか。考えてみてください。
・�連携の目的

自社の経営に役立てるためのツール（道具と手段）として連携を活用する、という考え
方がとても大事です。ですから、異業種の知恵と工夫を活用できる「新連携（異業種連
携）」や大学の知恵を活用できる「産学官連携」、同業者の先進事例を参考にすることで育
てていくことができる「業界事例研究」等、自社の課題に応じて連携を使いわけましょう。
●経営革新の実現
・�課題の明確化が必要～自社の経営に資するために～

課題が明確になっていなければ、ツールとして連携を活用することができません。こ
こでいう課題とは、企業のあるべき姿（経営目標）と現状の差のことです。つまり、ある
べき姿が明確になっていなければ課題も明確になりません。ところが、それが明確に
なっていない中小企業は多くあります。「経営革新支援法」という課題の明確化を支援
してくれる法律がありますので活用しましょう。
・�経営革新は、地道なスパイラルアップで実現

中小企業のあるべき姿を思い描く時、参考材料の一つとして中小企業の成功モデ
ルがあります。中小企業の成功モデルは多様なパターンがありますが、大事なのは漠

然と成功したいと思うだけではなく、成功するためにどうしたらいいのか考え実行する
ことです。例えば、「中小企業としては地域でトップクラスの待遇。だから、新卒応募が
多く優秀な人材を採用することができる」等の良い循環（スパイラルアップ）を確立す
ることができます。
・�ビジネスチャンスをつかむ①

良い循環はどの企業も最初から出来ている訳ではありません。日常の仕事が忙し
いのはわかりますが、だからといって何もしないままでは、良い循環は生まれません
し、革新（イノベーション）もできません。非日常への挑戦をしましょう。

しかし、状況が一気に変わるということはありません。方針を地道に続けることによ
り、除々に成果が出てきます。

経営革新を成功させるためには、PDCA（PLAN―DO－CHECK－ACTION）が大
事です。その中でも、計画通りに実行することがポイントとなります。計画が正しいの
か正しくないのかを知る目安となり、そこで課題が明確になります。
・�ビジネスチャンスをつかむ②

新連携の目的は国、地方自治体、企業それぞれの立場によって変わります。自社に
とって役に立たないのなら使わないという選択もありますが、ここでは「事業化を支援」
してもらうという中小企業にとって非常にプラスになる新連携の形をお話します。

戦略会議事務局が行う事業化の支援認定は、対外的に信用力が増すという効力が
あります。加えて、認定に向けて経営、販売、金融等経験豊富なPM（プロジェクトマネー
ジャー）とSM（サブマネージャー）が事業計画のブラッシュアップの支援をしてくれま
す。自社だけでいくらブラッシュアップしても、第三者からの多面的なブラッシュアップ
に耐えられない事業計画では成功は難しいです。活用してみてはいかがでしょうか。
・�新連携の活用のポイント

連携を通じて自社の経営革新を図るには、社員の意欲を高めることが重要です。そ
の中で、社員がどれだけ外部との連携においてホウレンソウ（報告、連絡、相談）ができ
るか、社内外でコミュニケーションがしっかりとれるかがポイントとなります。
・�変化の大きな時代だから中小企業にチャンスがある

現在、産業革命に匹敵する変革の時代を迎えています。大きな変化がある時こそ、
大きなチャンスがあります。変化の小さな時代は、社会で既に力を持つもの（大企業）
が有利になり、新興勢力は追い落とされてしまいます。反対に既存勢力は急激で大き
な変化に対して、過去のしがらみにとらわれるので対応できない傾向にあります。

中小企業でも新しいことに柔軟に対応できる人に、成功するチャンスが生まれる時
代を迎えました。ビジネスチャンスをつかむためには、常にプラス思考で、明るく前向
きな気持ちでなくてはなりません。例えば、成功する人はうまくいかないことを他人の
せいにしません。自分達の力が及ばないことに原因を求めても、何もできないという
ことがわかっているからです。たとえ原因が他所にあっても、自分達が努力し解決しよ
うと必死に取り組むことで実力がつきます。経営者は原因が外にあっても、企業内で
努力し解決策を見つけ出していくようにしましょう。

産学連携、産産連携そして新連携等を上手く活用することによって、企業がより良く
なると思っています。皆さんのご活躍を期待しています。

【お問い合せ先】 （財）京都産業 21 連携推進部
企業連携グループ

TEL：075-315-8677  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp
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京都試作センター㈱設立記念インタビュー

京都試作センター㈱設立１周年を迎えて

●現在の体制について
当社は2006年７月に、オール京都で取り組む

「京都試作産業プラットフォーム」の中核的な組織と
して、京都・関西の大手モノづくり企業を中心に27社
が出資して設立されました。

現在、社員６名と試作アドバイザー５名の11名で
運営しています。主な業務は、お客様から試作の案件
を一括受注し、試作アドバイザーがコーディネイトし
て試作グループ・試作パートナ企業と協力して試作案
件を実現していくことです。その中で大学・研究機関、
㈶京都産業21とも連携しながら、お客様の多様な

ニーズに高い技術レベルで応えています。現在の体制の大きな特徴としては、取引窓
口を一本化しているため品質・価格・納期・機密保持・決済等の業務を一元管理できるこ
と、営業機能を効率的に代行できることです。試作グループは当初の６から8グルー
プへ、試作パートナ企業は46社から90社へと増えました。また、新たに3グループの
設立を予定しています。

●�一年間を振り返って
設立から約１年、試作ビジネスに取り組む中で大きな発見がありました。私は当初、

試作を必要とする企業は限られているので、その市場は狭く大幅な成長もないと思っ
ていました。しかし現実には、どうしようかと悩んでいる企業が多くあり、コアな試作
ニーズの周りにはグレーゾーンと見られる部分が存在し予想以上に試作市場は大き
いことを知ったのです。

実際に、お客様から持ち込まれる案件は漠然としたものが多く、それを具体化して
いくアドバイザーの機能が必要不可欠でした。つまり、品質や価格など条件面の折り
合いをつけながら現実的に形にしていき、ビジネスを成立させることが肝心なので
す。そのため設立当初は、お客様に試作グループや試作パートナ企業を紹介する「試
作あっせんビジネス」を行っていましたが、お客様の満足度を第一に考えサービス面
の充実を図った「試作受託ビジネス」へとビジネスモデルを変えていきました。

その結果、売上は当初の見込みから約３倍の実績をあげることができました。当初

はあっせんビジネスでしたから会費や手数料だけを見込んでいたのですが、試作相談
サービスという付加価値が加わったことにより、予想を大幅に上回ることができたの
です。

これまでに手がけた初期の案件の中で印象に残っているのは、ガードレールに車輪
をつけた実験治具。初め「ガードレールにコマをつけてほしい」という依頼があった時
には、何に使われるのか不思議に思いました。依頼された企業は、自動車用のセン
サーを開発していて、センサーがガードレールに当った時のデータを測定したかった
そうです。しかし、一般道路では危険でできませんし、ガードレールを壁などで見立て
ては正確なデータはとれません。そこで、可動式のガードレールが必要になったので
す。こういった「無くても良いがあった方が便利」という実験治具の依頼は意外に多く
あります。

また、予想外のお客様に大手企業の方がいました。そんな会社なら自社で開発を
行っているだろうに、なぜ当社に試作を依頼されるのか最初はわかりませんでした。し
かし、話を聞いて納得しました。依頼はマーケティング部門の方からで、自身のアイ
ディアを形にして、開発部門へのプレゼン用に使いたいとのことでした。これはいわゆ
る「原理試作」ですね。この１年間で本当に予想外のことが多くあり、勉強になりまし
た。

これまでに当社に寄せられた相談件数は360件。北海道から九州まで全国に広
がっています。そのうち京都市の企業からの相談が34.4パーセント、京都市以外の
府内企業からの相談が12.8パーセント。併せて京都府内が全体の半数近くを占めて
います。京都府外で一番多いのが大阪府の19.7パーセント、次いで東京都の7.2
パーセントです。京都府は地の利、大阪府や東京都はもともとの市場が大きいという
理由でこういった結果になったのだと思います。市場はあるけれど、相談件数が少な
い名古屋にはいずれ出張所を作り、相談件数を増やしていきたいと考えています。

●�今後の展開について
これからは、「伝統工芸分野」にも取り組んでいきたいと思っています。これまでの

「システム・メカトロ分野」「機械加工分野」に「伝統工芸分野」を加えて三位一体で京
都でしかできないことに取組み、地域に貢献する社会的企業（ソーシャルエンタープ
ライズ）として成長していきたいと考えています。

京都試作センター株式会社代表取締役副社長　増田�清氏に設立時から現在までの１年間、そしてこれからの取り
組みについてお話を伺いました。

京都試作センター株式会社
代表取締役副社長

増田 清 氏
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京都試作センター㈱設立１周年記念フォーラム

京都試作ビジネスの総括と将来展望～試作ビジネスの成功の鍵～

●製造業の現状～状況および業界の構造～
・�実は儲かっている中小製造業

まず初めに日本の中小製造業の特徴を数字の面からお話したい
と思います。
「平成15年工業統計表（企業統計編）」によると、製造業全体の

製品出荷額は273兆7344億円で、そのうち16.7パーセントを
中堅・中小部材企業が占めています。驚いたのが、粗付加価値額
の統計をとってみると18.8パーセントになったことです。つま
り、全体で見ると中小製造業は儲かっているということになりま
す。統計上の数字をみると大手メーカーよりも粗付加価値額が高
いということがわかりました。
・�製造業の成長モデル

製造業が成長するには各段階で必要となる要素があります。ま
ずは「技術力」。品質・納期・価格をきちんとお客様に提供すること
で顧客満足度の向上を図ります。その上で、次のステップである

「営業力」を身につけ新規顧客の開拓を行い、最後に経営戦略によ
り「ブランド力」を高めます。

●�NCネットワークのビジネス～新たな出会いはイン
ターネットにあり～

・�NCネットワーク創業の経緯
当社はインターネットが普及し始めた1996年、30 〜 40代

の若手経営者を中心とした製造異業種９社で発足しました。現在
は、「挑戦する日本製造業のために」をスローガンに、主に中小製
造業のための情報発信事業と情報化支援事業を行っています。

現在、１万４千社を超える会員向けの情報サイトの運営や情報
マガジン「EMIDAS」の発行が主な事業になっています。
・�会員数の推移

自社のウェブサイト「NC network」には中小企業をカテゴリー
別にデータベース化し、実用的な検索で外注先を探せるようにし
た検索エンジンがあります。名付けて、「EMIDAS工場検索エン

ジン」。この検索エンジンに掲載されるには会員登録が必要です。
当初は無料会員のみでしたが、2000年から有料会員向けのサー
ビスも行うようになりました。

無料会員の方には、「インターネットで受注したい」という企業
向けの営業ツールを提供しています。会員数は、2000年に約
4,000社、2005年には10,000社を突破し、現在約14,000
社が登録しています。

有料会員の方には、「インターネットをうまく活用できていな
い」という企業向けのIT経営支援ツールや「ホームページを持ちた
い」という企業向けの製造業支援ツール、「得意分野での仕事を獲
得したい」という企業向けの営業強化ツールを提供しています。
会員は、2001年に約400社、2002年には1,000社を超え、
現在約3,300社が登録しています。
・�動画のアップは受注につながりやすい

製造業がインターネットを通じて受注しようと考えた時、一番
大事なのはホームページです。ホームページで自社がどんなこと
をやっているのか明確に伝えないと、アクセスは伸びません。そ
の中で、最近は工場の様子等を動画でアップしている企業は、受
注の機会が増えるということがわかりました。

当社では動画作成に力を注ぐようになり、現在まで約300本
の工場紹介動画を作成しています。
・�NCネットワークの利益

当社の利益は、製造業のホームページをPRするための事業と
ホームページをPRするためのサービス（有料会員の会員費）等に
よって上げています。EMIDAS事業は全売上18億円のうち、約
５億円になっています。
・�試作品が多い加工事業部

当社にはEMIDAS事業以外に、加工事業があります。これは
当初想定していなかった事業でした。2002年頃、ホンダの社員
の方が「EMIDASを使うといろんな工場が見つかって面白いね。
もっとこの機能を利用して何かできないか」という話をもちかけ
てくれました。これがきっかけでホンダの購買ライン業務をサ
ポートすることになりました。購買ライン業務を当社が請け負う
ことにより、「お客様から受注〜加工事業部の専門スタッフによる
協力工場群の選定〜発注〜加工〜検査〜加工事業部を通して納
品」という流れになりました。

現在の加工事業部のお客様は、ホンダと日立グループの２社で
すが、今はその２社だけで手一杯という現状でこれ以上は広げら
れないのが実情です。

加工事業部は、加工事業の中でも試作品に取り組むことが多いで
す。皆さんがご存じなものですと、ホンダが開発した二足歩行ロボッ
ト・アシモです。約600点の部品をNCネットワーク会員17社で請け
負いました。試作品というのは本当に難しいと感じますが、これから
の日本の製造業は開発を中心に進んでいくと思います。

2007年９月６日（木）京都リサーチパーク�サイエンスホールで「京都試作センター株式会社�設立１周年記念フォー
ラム」が、京都試作産業推進会議、京都試作センター㈱の共催により開催されました。主催者である京都試作センター㈱
の市原達朗代表取締役社長の挨拶につづき、近畿経済産業局の久貝�卓局長、京都府の麻生純副知事、京都府商工会議
所の立石義雄会頭からそれぞれ来賓の挨拶があり、その後、同社の増田�清代表取締役副社長から「京都試作の総括と将
来展望」についての発表、続いて㈱エヌシーネットワーク代表取締役社長　内原康雄氏による記念講演が行われました。
我が国最大級の企業情報ネットを築かれた内原社長の講演の概要をご紹介します。

株式会社エヌシーネット
ワーク　代表取締役社長

内原 康雄 氏

記念講演

「試作ビジネスの成功の鍵」

プロフィール
東京都出身（1964年生まれ）
専修大学経営学部卒業
1987年　�株式会社日本空中鋼（いすゞ系プレス

メーカー）入社
1989年　�株式会社吉野電機（セイコーエプソン

系プレスメーカー）入社
1990年　株式会社内原製作所　入社
1991年　株式会社内原製作所　専務取締役就任
1997年　NCネットワークグループ発足
1998年　�株式会社エヌシーネットワーク設立　

代表取締役就任
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●日本の製造業の未来は研究開発
・�研究開発費の増加と試作

日本の製造業は非常に長い間、金融不況と中国との競争で苦し
んできました。けれども、最近では自動車・建設機械・鉄鋼・造船・
半導体等の様々な分野で好調になってきました。

世界における日本車のシェアは増加していますし、自動車メー
カーそして弱電・家電メーカーなど大手メーカーの研究開発費は
年々増加しています。

これから先、研究開発費の増加によって日本は試作大国になっ
ていくと思われます。
・�製造業は試作・研究・開発に特化せよ！
①中小企業はまずメーカーの無理難題に対して、きちんと応えて

いかないといけません。例えば、金曜発注、月曜納品という場
合が多々あります。それに応えるのが下請けですから、24時
間365日の体制をつくり対応していく必要があります。もち
ろんこの時間すべて働け、という意味ではありません。こういっ
た気持ちで取り組むことが大事なのです。するとお客様の信頼
を得ることが出来、様々な仕事をいただくことができるように
なります。

②納期のない仕事ほどチャンスがあります。なぜかというと、納
期のない仕事というのは、お客様は予算を多く取ってくれてい
るからです。しかし、チャンスがある反面、失敗した時の損失
は大きいので気をつけましょう。

③メーカーと付き合う上で、人間関係が非常に大事になってきま
す。人間関係を積み上げていくと、次にどんな開発案件があり、
いつ頃着手するのか情報をいただくことができます。しかし、
量産の案件でなければ下請けは儲かりません。小ロットでもい
いので量産につながるのか事前に確認しておきます。
これらの考えのもと、試作・研究・開発に取り組んでいきましょ

う。
・�NCネットワークが目指す未来

これからは、日本がこれまでに培ってきた技術を世界に広げて
いきたいと思っています。今まで中小製造業は、メーカーの系列
という非常に強固なシステムの中で、知らず知らずの内に世界一
の技術力を身につけていました。現在では欧米から受注できる体

制が整ってきています。

●製造業の構造変化、必要とされる人材
・�製造業の面白さを発信！

製造業は30年前に比べ、知識集約型産業になりました。その
ため、経営、技術開発、生産管理ができる優秀な人材が必要とさ
れています。ですから、現在の製造業の最重要問題はより優秀な
人材を業界に入れることです。正直、製造業は人気がなく、特に
中小企業になると本当に人気がありません。その理由の一つに、
学生や学校の先生達が製造業についてほとんど知らないことに問
題があると思うのです。

そこで、当社は日本の製造業の面白さを発信する学生版
「EMIDAS」を発行しています。
・�中小製造業の魅力

中小企業の面白さを伝えるには、大企業にないものを訴える必
要があります。

まず一つに、社長が身近な存在であること。自社が製造業だか
ら人材が入ってこないと思っている社長がいます。しかし、社長
自身が人材を受け入れようとしている企業には、若くて優秀な人
材がどんどん入ってきます。社長の思い一つで変わるのです。自
ら率先して行動する社長には魅力を感じます。

そして、大企業には少なくなった終身雇用制度、家族主義など
昔ながらの良い風土が今も中小企業には残っています。

何より、中小企業はいろいろな仕事ができますし、「モノづくり
の喜びを実感」できるのは中小製造業ならではだと思います。
・�中小製造業に必要とされる人材！

中小製造業に必要とされる人材は、①マネージャー、②広報、
宣伝、経営企画、③財務、経理、④人事、教育、採用、⑤エンジ
ニア等です。メーカーのニーズに応えるためにはどれも必要なも
のばかりです。
・�日本製造業新時代！

これからは人材をどう育てていくのかが重要になってきます。
日本の製造業発展のためには「人を創る」必要があるのです。これ
は私たち世代の使命です。日本製造業新時代に向けて皆さん頑張
りましょう。

【お問い合せ先】 （財）京都産業 21 連携推進部
企業連携グループ

TEL：075-315-8677  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp
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経営の未来検討委員会

経済がますますボーダレス化し、多くの企業がグローバルスタンダードに組み込まれていく中で、京都では独自の経営の
スタイルを打ち出し、国際社会の中で確固たる地位を築いている企業も少なくありません。一方、京都は学術研究の府であ
り、経営学を専門とする優れた研究者も多いことから、京都産業21では両者による忌憚のない意見交換の場として「経営の
未来検討委員会」を構成し、激動の時代における企業経営、その中で、京都がどういう意味を持つのかについて議論を進めて
います。

これまでに開催した２回の委員会では、今後の企業のあり方、戦略、独自性などについて議論があり（下記参考）、最終的に
は来年２月の「京都ビジネス交流フェア2008」（京都市伏見区；パルスプラザ）の関連イベントとして、フェア２日目の２月22
日午後にパネルディスカッションを同地で開催（無料）することとしております。是非ともご来場ください。

委員会での意見要旨例
○京都では大学との繋がりを生かして成長した企業が多い、金よりもお互いに議論をしていくことに意味があるようだ。
○京都の先駆的なベンチャーで成長したところは最終製品ではなく、部品や生産財のメ－カーが多い、開発した製品の市場がなく、外へ

出てチャンスをつかんだ。
○日本の場合、イノベーションの契機は外部から来て、それを積み上げてきたが、限界に来ている。京都を代表する大手企業を見ると、そ

の草創期には職人の集まりと親方の関係のようなものがあり、それが独特な企業風土や企業理念の基になっているように思える。時代
性、市場、企業の成長と規模によって、具体的な形を組み替えていくことが独自性を活かしていくことにつながるのではないか。

○成果主義というが、成果が出せる権限と資源配分がされている組織かどうかが問題。旧態依然の仕組みの中で動きようがないままに
インセンティブを与えても機能しない。

○最近、独自の経営で成功した事例を見ると、成熟した市場といわれる中にも消費者が不足や不満を感じている部分があり、また、これま
で市場に出ていなかったものが商品となることを示している。

○企業のアイデンティティーを確認するための３つの問いかけがある。他とどこが違うのか？我々はどこから来たのか？世の中が変わって
も我々はこれだけは貫くというものは何か？

◆検討委員会参加者（五十音順）� ◆コーディネーター
寺島 和夫 氏（龍谷大学経営学部教授） 竹中 秀樹 氏（オムロン㈱本社グループ戦略室） 中野 勝仁 氏
ベルント・エンノ 氏（立命館大学経営学部教授） 辻　 理 氏（㈱サムコ代表取締役社長） （㈱京都総合経済研究所常務取締役）
村山 裕三 氏（同志社大学大学院教授） 中川 幸夫 氏（㈱イシダ取締役）
 宮脇 達夫 氏（大日本スクリーン製造㈱上席執行役員）

◆第３回検討委員会
日　時　　平成１９年１１月９日（金）　１３：３０から　　　　会　場　　京都府産業支援センター

若干名ですが傍聴を希望される方は、当財団経営革新部経営企画グループまでお問合せ下さい。

【お問い合せ先】（財）京都産業21 経営革新部 経営企画グループ TEL：075-315-8848  FAX：075-315-9240
E-mail：keieikikaku@ki21.jp

経営の未来検討委員会の活動紹介
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けいはんなインキュベーション入居企業紹介

デジタルアシスト株式会社
代表取締役社長　鈴木　康生 氏
所在地● 京都府相楽郡精華町光台1-7けいはんなプラザ・ラボ棟4階
ＴＥＬ●050-3432-9933　ＦＡＸ●050-3356-7516
Ｅメール●info@digitalassist.co.jp
ＵＲＬ●http://www.digitalassist.co.jp/
業　種● インターネットでのサービス提供、オフィス文書から

マルチメディアまでのデーターベース化、オーフ ン゚
フォーマットによるユーザー・インターフェースの改革

◆��インターネットを活用した電子帳票ソリューションシステム
「F

フォームパット

ormPat�２．０」を開発
ますます高度化する情報化社会にお

いて、企業の競争力を強化していくため
には、業務書類の電子化を通して事務能
率の向上、営業支援、情報保護等を実現
していくことが不可欠となっています。

しかし、従来の業務支援情報システム
は大企業を対象にした、開発企業独自
の仕様に基づくクローズドで大規模な
ものが一般的でした。これに対して、当社では、手書き感覚でのフォーム作成、規模
と予算に合わせたライセンス選択等中小企業等でも手軽に活用でき、オープン
フォーマットであるXML（拡張可能なマーク付け言語）を活用した「FormPat」を
2004年に開発・販売を開始し、現在バージョン2.0をリリースしています。

当製品の２つのキーワードは、「電子フォーム」と「ワークフロー」です。業務書類
電子化の問題点として、「システム構築段階に予見できないイレギュラー処理への
対応」があげられます。当製品は、「電子フォーム」の素早い追加・修正が可能な
ツール「Designer」を用意しており、フォームの変更によるデータベースの再構築
は必用ありません。また、業務文書の電子化を行う場合、業務ルールに沿って起票
者、承認者、決裁者により処理され、責任の所在が明確化していることが重要です。
さらに、登録された文書に対し、アクセス権限、変更記録、検索機能等の処理も求め
られます。当製品には、これら「ワークフロー」の機能が一体化されています。

◆��「FormPat」を活用した営業業務支援、品質管理、情報管理の事例
当製品導入の具体例を紹介しますと、食品製造卸売業Ａ社では、消費者の品質

管理への関心が高まり、顧客であるスーパー、百貨店等から食品の安全性に対す
る要望が厳しくなりました。当製品を導入し、他社よりも早くトレーサビリティへ対
応しブランド力を高めています。

精密機械製造業Ｂ社では、営業が受注情報を既存の管理システムに入力すると
ともに、工場に対して製造指示書を紙に記入しFAXで送信していました。当社製品
を導入し、この部分を電子化することでミスを減らすとともに登録されたデータを
様々な形で管理・利用し顧客への迅速な対応も可能となりました。

住宅設備業Ｃ社では、営業情報や物件情報等が人の記憶によるところが大きく、
人の入れ替わり等による情報漏れが頻発していました。当製品を導入し、これらの
情報を電子化することにより情報漏れをなくし顧客へのフォローアップを徹底、ま
た顧客対応リスト等様々な資料を活用し営業マン個人の力量にかかわらず顧客対
応力を向上することが出来るようになりました。

◆��起業動機及び今後の会社の展開について
私は京都のソフトウエア会社に勤務し、システムエンジニア、プロジェクトリー

ダー、取締役等を勤めましたが、インターネット、ユビキタス社会の実現に貢献でき
る独自のシステムを開発していきたいと思い独立・起業しました。ソフトウエアの提
供形態を従来のお仕着せ型から、ユーザー自身がより使いよいものを創造できる
参加型にすることにより、ユーザーが本当の意味でITを使いこなせることを目指し
ています。

起業後２年間は「FormPat」の開発に専念しました。その後、勤務先企業等とも
連携しこの製品の普及を推進してきましたが、時代は当社にとってフォローになっ
てきていると感じています。環境対応、コンプライアンス、個人情報保護等に企業
や各種団体もこれまで以上真剣に取組むこと（日本版SOX、ISO等）が求められて
おり、当ソフトはそれらへの対応に最適と考えています。この秋には、ASP方式で
のサービス「S

シ ェ ア リ ン グ

harring S
サ ー ビ ス

ervice」を開始、必要に応じ従量制で使用して頂けるよう
にし、中小企業等の方々により便利なサービスにしていきたいと考えています。

「インターネットを活用したオープンな業務支援システムを提供」

【お問い合せ先】 （財）京都産業 21 けいはんな支所 TEL：0774-95-5028  FAX：0774-98-2202
E-mail：keihanna@ki21.jp
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設備貸与制度

京都産業21が設備投資を応援します！
企業の皆様が必要な設備を導入する場合に、希望の設備を財団が代わってメーカーやディーラーから購入して、
その設備を長期かつ低利で割賦販売またはリースする制度です。
詳しくは、設備導入支援グループまでお問い合わせください。

〈ご利用のススメ〉
■�信用保証協会の保証枠外、金融機関借入枠外で利用できるので、運転資金やその他の資金調達に余裕ができます！
■割賦損料率・リース料率は固定なので、安心して長期事業計画が立てられます！

区　　分 割賦販売 リース
原則、従業員20人以下（ただし、商業・サービス業等は、５名以下）の企業ですが、最大50名以下の企業も利用可能です。
機械設備等（土地、建物、構築物、賃貸借用設備等は対象外）　新品に限ります。
リースの場合は、再販可能なものに限ります。（オーダー製品、構造物に付随するもの等は対象外）
事業実績が１年以上あれば100万円〜 6,000万円／年度まで利用可能です。
７年以内（償還期間）（ただし、法定耐用年数以内） ３〜７年（法定耐用年数に応じて）
年2.50％（固定金利）

（設備価格の10％の保証金が契約時に必要です）
3年2.990％　4年2.296％　5年1.868％　
6年1.592％　7年1.390％

 原則、法人企業の場合は代表者１人、個人企業の場合は申込者本人を除き1人でお申し込みいただけます。
なお、審査委員会で、追加連帯保証人・担保を求められることがあります。

対 象 企 業
対 象 設 備

対象設備の金額
割賦期間及びリース期間
割賦損料率及び
月額リース料率
連 帯 保 証 人

※割賦損料率（金利）及び月額リース料率は、金利情勢に応じて見直しますので、詳しくは財団にお問い合わせください。

◆割賦販売とリース、どちらにしますか？
それぞれの特徴をご理解のうえ、皆様に合った方をお選びください。

割　　賦 リース
• 完済まで財団に所有権があり、完済すると所有権が割賦企業に移転

します。

• 償還は6 ヶ月据え置きです。
• 設備価格相当分は減価償却ができます。また、割賦損料部分は経費

処理できます。
• 償還期間が法定耐用年数以内であれば最長７年と長期であるため、

月々の償還負担が軽減できます。
• 契約時に保証金として設備金額の10％を納付していただきます。
• 財団を受取人とした損害保険（火災保険）をかけていただきます。（保

険料は企業負担）
• 割賦設備の固定資産税を負担しなければなりません。
• 維持管理費は負担していただきます。

• リース期間中及びリース期間終了後においても所有権は財団にあり
ます。（リース期間満了後は、返還するか再リースをするかを選択し
ていただきます。）

• リース料は経費として全額処理できます。（そのため、節税効果があ
ります）

• 減価償却、固定資産税、損害保険料の支払いなどは財団が負担しま
す。（管理事務も不要）

• 契約時に自己資金が不要です。
• 維持管理費は負担していただきます。
• リース期間中は、リース設備の更新及び中途解約はできません。
• リース期間満了後、ご希望により、原契約の1か月分のリース料で１

年間の再リース契約が可能です。再リースは何回でもできます。
• リース設備は再販可能なものに限ります。
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お客様
の　声

便利なだしパックでも本物を！
安心できる商品をお届けしたい

うね乃株式会社
代表取締役社長　釆野 元英 氏
所在地●京都市南区唐橋門脇町4
ＴＥＬ● 075-671-2121
ＦＡＸ● 075-671-5345
業　種●鰹削り節及びだしの製造・卸・販売

●創業からの変遷
当社の創業は明治33年（1900）。当初は米屋でしたが、取引先

に神社が多かったため、次第に鰹節や昆布などの乾物を中心に扱う
ようになりました。昭和50年代、真空パックの開発で食品の保存が
利くようになり、削り節パックが全国に売り出されます。当社もこうし
た時代の変化に応じて、削り節の加工を手がけるようになります。

そして、転機となったのは15年前。ある百貨店で開催された地場
産業のフェスタに当社も出品しました。大袋の削り節を山積みして
販売していたところ、お客様から「こんな量、家では使いきれへん」と
言われました。それがヒントになって、家庭で使いやすい少量で手軽
なだしの製造を開始したのです。こうした経験によってお客様から直
接ニーズを聞く重要性を知り、4年前に一般消費者にも対応できる
よう、店舗と商品を一新しました。

●素材と味を追求
当社のスローガンは「簡便性の高い本物」。だしをとるのは手間で

すし、だしパックというのは便利な商品ですが、だからといって素材
や味を疎かにしてはいけないと思うのです。だしパックであっても、
素材を大切にして昔ながらの製法で作るのが当社の考え方です。

主力商品は「だしパックじん」。鰹節は鹿児島県産薩摩節を使用。
自社工場で削って粉砕し、粉末にしています。また、昆布は北海道・利
尻島の上質昆布を粉にしたもの。いずれの素材も私が産地に出向
き、生産者から直に話を聞いて選りすぐりのものを買い付けていま

す。もちろん無添加ですので、安心して召しあがっていただけます。
当社の商品は大手メーカーの量産品と比べて値段が高いと思われ
るかもしれませんが、素材の良さや手間暇かける時間も含めて納得
していただけると思います。

●新商品の製造へ
「だしパックじん」は湯に入れてだしをとるティーパックタイプの商

品ですが、次の展開として粉末状のふりかけタイプの新商品を考え
ています。その新商品製造に向けて、今回新たに設備（三方シール
縦型製袋充填包装機）を導入しました。

そもそもこれまで使っていた機械は老朽化しているということも
ありますが、能力的に製造数に限りがあり、しかも、包材が限定され
ていました。新しい機械は精度が高く、生産性は格段に向上しまし
た。何よりアルミ袋にも対応でき、サイズも変更可能なので、用途に
応じた充填包装ができるようになりました。これで、1食用のふりか
けや粉ドレッシングなどアルミ袋の新商品をご家庭に送り届けること
ができます。

京都産業21の設備貸与制度はこれまで何度か利用させていた
だきました。なんせ財団の評判が良いので。職員さんが親身になっ
て話を聞いてくれたり、「本当に機械を導入することが経営課題の解
決になるのか？」などと客観的にアドバイスしてくださることがうれし
いですね。ただ貸与制度に限っての相談だけではなく、企業を育てよ
うという姿勢が感じられるのです。これからもよろしくお願いします。

【お申し込み・
お問い合せ先】（財）京都産業21 事業推進部 設備導入支援グループ

TEL：075-315-8591  FAX：075-323-5211
E-mail：setubi@ki21.jp

▲ 店舗（本店）には「だしパックじん」をはじめ数々のだし商品が
並ぶ


